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今週のことば

離婚後の「共同親権」

離婚後の子どもの親権について、父母のど

ちらか一方に認める現行の「単独親権」に

加え、双方に認める「共同親権」を導入す

る民法改正案が今国会で成立する見通し｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ４／１５(月) 先負　給与支払報告書に係る給与所得書異動届出

 　　１６(火) 仏滅　衆議院３補欠選挙告示

 　　１７(水) 大安　ハローワークの日、Ｇ７外相会合（イタリア）

 　　１８(木) 赤口　発明の日

 　　１９(金) 先勝　穀雨

 　　２０(土) 友引　郵便週間

 　　２１(日) 先負　柔道全日本女子選手権

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 4/ 8(月) 39,347 △355   151.87 ▼0.54

    9(火) 39,773 △426   151.90 ▼0.03

   10(水) 39,582 ▼191   151.84 △0.06

   11(木) 39,443 ▼139   153.12 ▼1.28

   12(金) 39,524 △ 81   153.24 ▼0.12

中小企業向け賃上げ促進税制の拡充

　今年度税制改正で「賃上げ促進税制」が拡充され、

中小企業向け制度は繰越控除措置の創設などが行わ

れました（本年４月以後開始事業年度から適用）。

◆上乗せ措置を新設し、最大４５％の税額控除

　中小企業向け賃上げ促進税制（資本金１億円以下

の中小企業者等が対象）は、全ての国内雇用者に対

する給与等支給額を前年度比１.５％以上増加させた

場合に増加額の１５％を法人税（個人事業主は所得

税）から税額控除でき、前年度比２.５％以上増加さ

せた場合は３０％の税額控除となります。

　改正により、教育訓練費に係る上乗せ措置の要件

が緩和され、教育訓練費を前年度比５％以上増加さ

せた場合は控除率を１０％上乗せします。

　さらに、仕事と子育ての両立支援に取り組む企業

に対する「くるみん」認定や、女性活躍支援に取り

組む企業の「えるぼし」認定を受けている場合に、

控除率を５％上乗せする措置が新設されました。

◆控除しきれない金額は５年間繰越しが可能に

　上記により、最大で給与等支給増加額の４５％を税

額控除できるようになります（控除額は当期の法人

税額又は所得税額の２０％が上限）。

　また、繰越控除措置が創設され、本制度の適用要

件を満たす賃上げを実施した年度に控除しきれなか

った金額を最長５年間繰越すことが可能になりまし

た。これにより、赤字で法人税額が０円の場合や、

控除額が控除上限を超える場合などに未控除額を翌

年度以降に繰越すことができます。

　なお、繰越税額控除を適用する事業年度において、

全雇用者の給与等支給額が前年度より増加している

ことが必要となります。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５１５

定額減税の対象となる扶養親族の判定時期

　納税者と扶養親族（配偶者を含む）１人につき、

令和６年分の所得税から３万円、令和６年度分の

個人住民税から１万円を控除する定額減税が実施

されますが、定額控除の対象となる扶養親族の判

定時期は、所得税と個人住民税で異なります。

　令和６年分の所得税に係る扶養親族の判定時期

は、令和６年１２月３１日（令和６年中に亡くなっ

た場合はその時点）の現況によります。

　一方で、令和６年度分の個人住民税に係る扶養

親族の判定時期は、令和５年１２月３１日（令和５

年中に亡くなった場合はその時点）の現況による

ため、例えば、令和６年１月以後に出生した扶養

親族は個人住民税の定額減税の対象になりません。

来月以降の国税納付書の事前送付について

　国税庁はキャッシュレス納付の利用拡大に向け

た取組みの一環として、＊ｅ－Ｔａｘにより申告書

を提出している法人、＊ｅ－Ｔａｘで「予定納税額

の通知書」の通知を希望した個人、＊納付書を使

用しない手段（ダイレクト納付や振替納税など）

により納付している法人・個人に対して、納付書

の事前送付を本年５月以降の送付分から取りやめ

るとしています。

　ただし、源泉所得税の納付書や消費税の中間申

告書兼納付書については、引き続き送付予定です。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。

詳

細

請

求

手

順

発行日２０２４年 ４月１５日(月)



情報ＢＯＸコード２０１５１５                    ２０２４． ４．１５ 

拡充された中小企業向け賃上げ促進税制の概要 

◆概要 

 中小企業向け賃上げ促進税制は、青色申告書を提出している資本金１億円以下の中小企業者等が

国内雇用者に対する給与等の支給額を前年度より増加させた場合、その増加額の一定割合を法人税

（個人事業主は所得税）から税額控除できる制度です。 

 令和 6 年度税制改正において、教育訓練費を増加させた場合における上乗せ措置の要件を緩和す

るとともに、厚生労働大臣が仕事と子育ての両立支援に取り組む企業を認定する「くるみん」や、

女性の活躍推進に取り組む企業を認定する「えるぼし」に係る上乗せ措置を新設し、税額控除率は

最大 45％となります。 

 また、当期の税額から控除できなかった金額について 5 年間の繰越控除措置を創設します。 

 この改正は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度（個人

事業主は令和 7 年から令和 9 年までの各年）に適用します。 

◆適用要件や税額控除額 

 本制度は、中小企業者等が全雇用者の給与等支給額※を前年度と比べて＋1.5％以上増加させた

場合に適用を受けることができます。要件を満たす賃上げを行った場合、給与等支給額の増加額に

税額控除率を乗じた金額を税額控除できます。 

 なお、税額控除額は当期の法人税額又は所得税額の 20%が上限となります。 

賃上げ要件 税額控除額 

前年度比＋1.5％以上増加させた場合 給与等支給額の増加額×15％ 

前年度比＋2.5％以上増加させた場合 給与等支給額の増加額×30％ 

※給与等支給額とは、国内雇用者（法人又は個人事業主の使用人のうちその法人又は個人事業主の

国内に所在する事業所につき作成された賃金台帳に記載された者をいい、役員及び役員の特殊関係

者、個人事業主と特殊の関係のある者は含まない）に対する給与等（俸給・給料・賃金・歳費及び

賞与並びにこれらの性質を有する給与をいい、退職金など給与所得とならないものは原則として該

当しない）の支給額をいいます。 

◎教育訓練費に係る上乗せ措置 

 適用事業年度の教育訓練費※の額が前年度と比べて 5％以上増加している場合は、税額控除率を

10％上乗せします。 

 ただし、適用事業年度の教育訓練費の額が全雇用者の給与等支給額の 0.05％以上である場合に

限られます。 

※教育訓練費とは、国内雇用者の職務に必要な技術又は知識を習得させ、又は向上させるために支

出する費用のうち一定のものをいい、法人が教育訓練等を自ら行う場合の費用（外部講師謝金等、

外部施設使用料等）、他の者に委託して教育訓練等を行わせる場合の費用（研修委託費等）、他の

者が行う教育訓練等に参加させる場合の費用（外部研修参加費等）などです。 

◎くるみん認定又はえるぼし認定に係る上乗せ措置 

 「くるみん以上」又は「えるぼし二段階目以上」の認定を受けた企業は、税額控除率を 5％上乗

せします。 

※プラチナくるみん認定、プラチナくるみんプラス認定及びプラチナえるぼし認定は、適用事業年

度終了の日において認定を取得している場合、くるみん認定、くるみんプラス認定及びえるぼし認

定（二段階目～三段階目）は、適用事業年度中に認定を取得した場合が対象です。ただし、くるみ

ん認定及びくるみんプラス認定については、令和 4 年 4 月 1 日以降の基準を満たした認定を取得

した場合に限ります。 

◆未控除額の繰越控除措置 

 本制度の要件を満たす賃上げを実施した年度が赤字であり税額控除ができない場合や、控除額が

控除上限額（法人税額等の 20％）を超えるため、全額を控除できなかった場合など、賃上げを実

施した年度に控除しきれなかった金額がある場合は 5 年間の繰越しが可能です。 

 未控除額を翌年度以降に繰り越す場合は、未控除額が発生した年度の申告において「給与等の支

給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書」を提出する必要があります。 

 また、繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より増加してい

る場合に限り、適用できます。 


